
第５章 国際化推進の基本戦略と主要施策

１ 特色ある国際貢献・協力の推進

【基本戦略】

( ) 人材育成拠点の形成1

本県は人材、情報、学術研究など高度に集積した地域資源に恵まれていることから、

アジアを中心に人材を育成することで、わが国に期待されている国際貢献・協力の一端

を担い、また海外との交流の絆を強めることが望まれています。

このため、留学生が安心して学習や研究に専念できるよう、経済的支援や住居の保証

など総合的な支援による環境づくりを進めるとともに、優秀な人材が日本で就業できる

体制の整備を図ります。また、県内の研修機関と連携をとりながら、海外からの研修生

の受け入れや専門家の派遣によって、人材育成の拠点化を図ります。

① 留学生の支援体制の強化

( ) 人材育成拠点の形成 ② 留学生の受入環境の整備1
③ 海外からの人材受入

④ 専門的な人材の海外派遣

〔施策の方向〕

① 留学生の支援体制の強化

留学生の生活環境には、学費や生活費等の経済的な問題や住居の確保などの課題があ

り、適切な対応が求められています。

本県では、民間からの協力も得ながら、奨学金制度や住宅保証制度を設けることによ

って、留学生の生活環境の整備に努めています。今後とも、奨学金制度や住宅対策の充

実等によって、留学生支援体制の強化を図ります。

県内外国人留学生の生活上の主な悩み
（９９年度「福岡県における外国人留学生生活実態調査」から抜粋）
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～ 主な取り組み ～

留学生奨学金制度の充実○

母国の発展や本県の産業振興に寄与し、本県と母国との交流の架け橋となるような多

くの優秀な留学生を受け入れることは、本県の国際化の推進に極めて重要です。

、 「 」 、このため 民間団体や企業による 福岡アジア留学生里親奨学金 の拡大を図るなど

留学生奨学金制度の充実に努めます。

留学生のための住居の確保○

福岡地域留学生交流推進協議会は、県内の大学に在学している留学生が賃貸住宅に入

居する際、(財)福岡県国際交流センターなどが保証人となる「福岡地域留学生住宅保証

制度」によって、留学生の負担の軽減を図っています。今後は、公営住宅への入居を促

進し、また企業の協力を得て社員寮の一部の提供を働きかけるなど、より多くの留学生

が安くて質の良い住居を確保できるよう努めます。

福岡地域留学生住宅保証制度の体系

福 岡 地 域 留 学 生 交 流 推 進 協 議 会

留 学 生 住 宅 保 証 制 度 委 員 会

事 務 局 九 州 大 学 留 学 生 課

〈 〉 〈 〉 〈 〉 〈 〉宅地建物取引業者の団体 大学等 地域国際化協会 地方自治体

(社)福岡県宅地建物取引業協会 大学 （財）福岡県国際交流センター 財政支援 福岡県

(社)全日本不動産協会福岡県支部 短期大学 （財）福岡国際交流協会 福岡市

高等専門学校 （財）北九州国際交流協会 北九州市

日常の生活指導 連帯保証

協力事業者の確保

協 力 事 業 者 等 物件の提供 留 学 生

個人の物件提供者

〔施策の方向〕

② 留学生の受入環境の整備

留学生の就学環境には、言語の問題、情報不足、日本人との交流機会の不足などさま

ざまな課題があります。

本県は、多くの留学生が居住する福岡市・北九州市や民間国際交流団体等との連携を

深めながら、留学生を支援しています。今後は、日本への留学を考えている外国人学生

への情報提供から、留学中の支援、そして帰国後のフォローアップまで、一貫した留学

生支援策の充実に努めます。また、民間団体や教育機関との連携を進めるなど、幅広い

県民の協力を得て留学生の受入環境の整備を図ります。



～ 主な取り組み ～

留学生支援ネットワークの形成○

県内における留学生の受入及び国際交流活動を推進するため、県内自治体、大学、経

済団体 （財）福岡県国際交流センターなどの関係団体で組織した福岡地域留学生交流推、

進協議会の活動等を通して、留学生支援ネットワークの形成を進めます。

国際インターンシップの活用促進○

留学生などの学習・研究効果の向上と就職機会の増加を図るために、企業の協力を得

るとともに大学・企業間の連携を進めながら、県内企業での就職を視野に入れて企業研

修の場の提供に努めます。

留学生との交流の推進○

アジアからの留学生と日本人青年が交流する「九州アジア大学」事業では、青年たち

が合宿し共同研究を行うことで、今後より一層の相互理解を深め国際的視野を広げるこ

とに努めます。

また、留学生等が講師として小・中学生に国際理解の授業を行う「教室から世界をの

ぞこう」プログラムでは、講師の事前研修等によって授業内容の充実に努めます。

さらに、帰国留学生との交流を継続するため、各地に帰国留学生のＯＢ会を組織し、

インターネットによる情報提供を図りながら、本県とのネットワーク化を進めます。

〔施策の方向〕

③ 海外からの人材受入

、 。県内には医療 環境技術等の分野で高い水準の研究機関や研修機関が集積しています

このため、これらの分野の人材やノウハウをもとに、アジア諸地域を中心に、技術研

修員・自治体職員の受け入れなどによって、相手国の人材の育成を目指します。また、

、 。県内の研修機関との連携を図ることにより 一層の人材の受入と派遣の推進に努めます

※ 福岡県海外技術研修員受入（1972～2001年度）

国名 人数 国名 人数 国名 人数 国名 人数
ブータン 1 ネパール 7 トンガ 1 ブラジル 7
中国 132 フィリピン 8 エチオピア 3 ホンジュラス 1
インド 3 シンガポール 11 ガーナ 2 ジャマイカ 1
インドネシア 97 スリランカ 5 マラウイ 1 パラグアイ 4
ラオス 1 タイ 19 チュニジア 1 ペルー 2
マレイシア 13 フィジー 2 タンザニア 4
ミャンマー 10 パプアニューギニア 1 ザンビア 2 合計 339

～ 主な取り組み ～

研修生の受入の推進○

派遣国の経済開発や外国自治体の発展に貢献することを目指して、海外から海外技術



研修員や自治体職員協力交流研修員 を受け入れ、専門技術の研修を推進するなど、人材*
の育成を図ります。併せて企業に対しては、技術専門校における座学研修を実施するな

ど、研修生受入にともなう支援に努めます。

研修機関等との連携○

県内には、ＪＩＣＡ九州国際センター （財）オイスカ西日本研修センター （財）北、 、

九州国際技術協力協会（ＫＩＴＡ）等の研修機関が海外からの技術研修生や青年の受入

を積極的に行っており、本県もこれらの機関と連携・協力を進めることで、研修生の受

入を促進します。

〔施策の方向〕

④ 専門的な人材の海外派遣

開発途上国に対して専門家を派遣することは、技術移転による技術水準の向上など相

手国の社会経済開発に貢献するだけでなく、人材育成を図る上からも大きな意義があり

ます。

このため、この分野の制度やノウハウをもつＪＩＣＡやＫＩＴＡと連携して、専門的

な人材の派遣による技術支援を推進します。

～ 主な取り組み ～

専門家派遣の促進○

ＪＩＣＡの専門家派遣制度では、保健・医療、農林水産などの分野で開発途上国へ職

員を派遣することによって、技術やノウハウの提供に努めます。

また、ＪＩＣＡと連携して、青年海外協力隊の派遣を積極的に推進するとともに、幅

広い技術と豊かな経験をもつ中高年の人材を派遣するシニア海外ボランティア派遣制度

の活用に努めます。

このほか、ＫＩＴＡも技術指導を中心に専門家の海外派遣を展開しており、この専門

技術者の登録制度の周知を図ります。

自治体国際協力促進事業の活用○

技術提供などによって開発途上国を支援するため （財）自治体国際化協会の自治体国、

際協力促進事業の活用に努めます。

：地方公共団体による主体的な国際協力の取組みをより一層推進していくため、総務省と（財）自治体*自治体職員協力交流研修員
国際化協会が支援する「自治体職員協力交流事業」によって受け入れられた海外の地方公共団体等の職員。



【基本戦略】

( ) 環境技術交流の推進2

世紀は「環境の世紀」ともいわれており、地球温暖化、オゾン層の破壊などさまざ21
まな地球環境問題が懸念される中で、資源の有効利用など人々の地球市民としての環境

意識が高まっています。

本県は、公害や都市問題に悩む国や地域にとって有益な環境技術の蓄積や研究開発の

機能を有しています。このため、県内各分野の幅広い協力を得ながら、環境技術の一層

、 。 、の研究・開発と情報発信に努め 積極的な技術協力による国際貢献を推進します また

環境産業の集積を生かした環境技術の交流拠点づくりを目指します。

① 環境国際貢献の推進

( ) 環境技術交流の推進2
② 環境技術の交流拠点づくり

〔施策の方向〕

① 環境国際貢献の推進

国際的な環境問題の解決のためには、環境技術による協力・支援体制が求められてい

ます。県内には、環境に関する専門的な技術や情報、豊富な経験を有する多くの機関が

あり、今後はこれらの機関との連携が必要となっています。

このため、国際的な環境問題の解決に向け環境保全分野における国際協力を推進する

ための方針を定めるとともに、国連ハビタットなどの関係機関と連携しながら、アジア

の地域をはじめとする海外の自治体や事業者などに対する情報提供や環境保全に関する

技術協力を通じ、環境国際貢献の推進を図ります。

～ 主な取り組み ～

環境国際貢献を推進するための方針の策定○

アジア地域を中心に国際的な協力体制を築き、問題の解決に寄与していくという認識

のもと、環境分野における国際協力を進めていくための指針を定め、開発途上国などへ

の情報や技術などの提供に努めます。

国連ハビタットとの連携○

国連ハビタット福岡事務所は、アジア太平洋地域の都市環境や居住環境向上のための

技術協力活動や専門家会議の開催などを行っており、これらの活動への支援を進めると

ともに、環境や都市問題に関する県内の技術やノウハウのハビタットへの提供に努めま

す。



学術研究機関等との連携○

県内には、地球環境の理工学的研究を行う九州大学応用力学研究所や福岡大学資源循

環・環境制御システム研究所、北九州市立大学国際環境工学部などの学術研究機関の集

積が見られます。また、北九州市、福岡市などの県内自治体も環境技術協力に取り組ん

でおり、環境面での一層の国際協力を進めるため、これらの関係各機関と連携、協力を

推進します。

市町村の特色を生かした国際協力の促進○

田主丸町では、緑化を通じて環境保全に貢献することを目的として、住民や小・中学

生を中国・内モンゴルでの植樹に派遣しています。今後は （財）自治体国際化協会の国、

際協力事業等を活用して、このような市町村の特色を生かした国際協力を促進します。

〔施策の方向〕

② 環境技術の交流拠点づくり

地球的規模で深刻化する環境問題に対応していくためには、大量生産、大量消費、大

。量廃棄型の社会経済システムを資源循環型の社会システムに変えていくことが必要です

このため、リサイクル社会に向けた環境技術の開発やしくみづくり及び環境保全技術

の研究・開発を促進します。また、北九州市と大牟田市における環境産業の集積を生か

して、国際的な環境技術の交流拠点づくりを促進します。

～ 主な取り組み ～

福岡県リサイクル総合研究センター事業の推進○

本県における循環型社会に向けた政策推進型の研究開発機関として福岡県リサイクル

総合研究センターを開設しており、今後は、産学官民の関係者が連携し、リサイクル技

術や社会システムの開発と実践支援等を進めます。

、 、 、また 環境リサイクル企業の英語版ホームページにより 海外へ情報発信を行うなど

環境リサイクル産業の振興を図ります。
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・環境リサイクル技術開発情報

・研究者、研究内容情報等
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環境情報機能

参画

県の研究機関

　保健環境研究所

　農業総合試験場

　工業技術センター

　森林林業技術センター

　水産海洋技術センター

　建設技術情報センター
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実践支援機能



エコタウン事業の促進○

北九州エコタウンは、国際環境協力の長い実績をもつ北九州市によって進められてお

り、アジアを視野に入れた国際的な環境産業拠点となることを目指しています。

また、大牟田エコタウンは、県境をまたぐ広域連携による生活・地域密着型のリサイ

クル産業の振興やＲＤＦ（ごみ固形燃料）発電事業を推進しています。さらに、大牟田

市はドイツ・エッセン市との間で環境分野を中心とした産業交流を進めています。

今後は、国の「エコタウン事業」の指定を受けている両市と連携して、先進的な環境

産業の集積を促進します。

日韓環境技術交流事業の推進○

地理的に近い日韓海峡交流圏の８県市道間において、環境技術交流を通した環境保全

技術・公害防止対策などに関する共同事業を展開しており、今後も、酸性雨など両地域

に共通する環境問題に対する取り組みを推進します。


